
（単位：千円）

( 資  産  の   部 ） ( 負  債  の  部 ）

    流　動　資　産 8,855,256    流　動　負　債 5,269,979
現 金 及 び 預 金 2,573,175 1,741,834
受 取 手 形 1,967,191 468,461
売 掛 金 2,095,500 1,200,000
製 品 1,320,326 636,736
半 製 品 61,099 115,995
仕 掛 品 339,485 51,713
原 材 料 356,997 201,566
繰 延 税 金 資 産 93,443 67,225
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 33,683 436,033
そ の 他 108,402 22,987
貸 倒 引 当 金 △ 94,049 208,794

6,764
   固　定　資　産 6,473,868 111,866

5,306,486
建 物 3,523,461   固　定　負　債 3,818,338
構 築 物 146,733 2,903,654
機 械 及 装 置 791,287 837,753
車 両 運 搬 具 11,116 70,930
工 具 器 具 備 品 76,701 5,999
土 地 750,418 9,088,317
建 設 仮 勘 定 6,767

281,192 ( 資　本　の　部　）

特 許 権 35    資　　本　　金 1,395,000
商 標 権 383    資　本　剰　余　金　 1,105,858
電 話 加 入 権 2,428 1,105,858
営 業 権 243,018 　利　益　剰　余　金 3,516,408
ソ フ ト ウ ェ ア 35,325 85,250

    投資その他の資産 886,190 2,940,613
投 資 有 価 証 券 724,376 退 職 給 与 積 立 金 540,000
出 資 金 1,591 固定資産圧縮積立金 150,613
子 会 社 株 式 42,427 別 途 積 立 金 2,250,000
長 期 貸 付 金 7,645 当　期　未　処　分　利　益 490,544
長 期 前 払 費 用 4,875 249,709
契 約 保 証 金 7,857    自     己     株     式 △ 26,168
繰 延 税 金 資 産 97,416 　　資　  本　  合  　計 6,240,807

15,329,125 15,329,125負　債 ・ 資　本　合　計資　　産　　合　　計

   株 式 等 評 価 差 額 金

    無形固定資産

任 意 積 立 金

利 益 準 備 金

貸　　借　　対　　照　　表
( 平成１７年 ３月３１日 現 在 ）

    有形固定資産

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

従 業 員 預 り 金

金 利 ス ワ ッ プ

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 金

支 払 手 形

短 期 借 入 金

1年以内に期限到来の長期借入金

買 掛 金

金　　　　額

資 本 準 備 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

負  　債　  合　  計



損  益  計  算  書 

平成 16 年 4 月 1 日から 

平成 17 年 3 月 31 日まで 

（単位：千円） 

科        目 金        額 

営  業  収  益 

売 上 高

営  業  費  用 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 ７，７５９，８２９

 １，８０４，６２６

 １０，０１１，５０３

 ９，５６４，４５５

営 

業 

損 

益 

の 

部 

営  業  利  益   ４４７，０４７

 ２，２７４

９，０３０

 ９６，３３５

 ２２，０４５

３２，５００

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部 

営   業   外   収   益 
受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

土 地 建 物 賃 貸 料

業 務 受 託 料

営   業   外   費   用 
支 払 利 息

雑 損 失

現 金 歩 引

 
９８，１００

 １，０２５

 ２，３８８

 

１６２，１８６

 １０１，５１４

経 
 
 

常 
 
 

損 
 
 

益 
 
 

の 
 
 

部 

 経  常  利  益  ５０７，７１９

特
別
損
益
の
部 

特  別  利  益 

 厚生年金基金解散時特別利益 

特  別  損  失  

固 定 資 産 除 却 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 
３１，２７５

 
２８，６２９

５，０００

３１，２７５

３３，６２９

 ５０５，３６４

 ２３８，５６１

 △２４，４３４

 ２９１，２３７

 １９９，３０７

 

 

 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益  ４９０，５４４

 

  

          

           

           

 



注記事項 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 (3) その他の有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している） 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

     時価法を採用しております。 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  原材料、仕掛品、半製品、製品は移動平均法による原価法 

４．固定資産の減価償却方法 

 (1) 有形固定資産は定率法、ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を
除く)については、定額法を採用しております。 
立体駐車場は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
      建物及び構築物   ７～５０年 
      機械装置及び運搬具 ４～１２年 

 (2) 無形固定資産は定額法を採用しております。 

５．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（666,741 千円）については、5年による按分額を費用処理して

おります。数理計算上の差異は５年による定額により按分した額をそれぞれ発生の翌会計

年度から費用処理するものとしております。 

   過去勤務債務の費用処理については、５年による按分額を費用処理しております。 

 (4) 役員退職給付引当金 

   役員の退職金に備えるため、会社内規に基づいて期末要支給額を計上しております。 

   なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

６．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引



については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。 

８．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表に関する注記）  

１．有形固定資産の減価償却累計額          ６,７４８,３６２千円 

２．担保に供している資産 

    土    地    ３５４,１９４千円 

    建    物   ２,５８９,３９７千円 

                投資有価証券       ３１,９４４千円 

                  計      ２,９７５,５３５千円 

    ３．子会社に対する短期金銭債権            ９０８,８７９千円 

   子会社に対する短期金銭債務             ７５,５４７千円 

    ４．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した貸借対照表
上の純資産額は、２４９，７０９千円であります。 

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産

として機械及び装置・パソコンほかがあります。 

６．保証債務                    １,２００,０００千円 

７．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．子会社との取引高 

      売  上  高          ３,１８８,３１２千円 

      仕  入  高            ２１４,１５９千円 
      営業取引以外の受取高           １２６,４２４千円 
      営業取引以外の支払高              ９,２００千円 
    ２．1株あたりの当期純利益                ２８円１６銭 

        第８８期まで期中平均発行済株式総数により算出しておりましたが、第８９期から、自己株式を控除した 

期中平均発行済株式総数によって算出しております。 

     ３．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



（単位：千円）

( 資  産  の   部 ） ( 負  債  の  部 ）

    流　動　資　産 10,130,574    流　動　負　債 6,432,464
現 金 及 び 預 金 3,022,414 2,239,116
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,024,427 2,179,000
た な 卸 資 産 2,831,910 638,728
未 収 入 金 9,966 161,268
繰 延 税 金 資 産 183,968 76,596
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 33,683 252,508
仮 払 金 125,578 108,858
そ の 他 2,701 382,451
貸 倒 引 当 金 △ 104,075 33,071

208,794

6,764

145,307
   固　定　資　産 6,494,588

5,332,656   固　定　負　債 3,868,283
建 物 及 び 構 築 物 3,692,919 2,915,274
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 803,098 847,963
工 具 器 具 及 び 備 品 79,398 70,930
土 地 750,471 28,115
建 設 仮 勘 定 6,767 5,999

298,108 10,300,748
特 許 権 35
商 標 権 383 ( 少数株主持分　）

電 話 加 入 権 4,363 72,820
営 業 権 243,018
ソ フ ト ウ ェ ア 50,307 ( 資　本　の　部　）

    投資その他の資産 863,823 1,395,000
投 資 有 価 証 券 724,490 1,105,858
出 資 金 1,614 3,528,822
長 期 貸 付 金 7,645 249,709
長 期 前 払 費 用 4,875 △ 27,795
契 約 保 証 金 24,037 6,251,594
繰 延 税 金 資 産 101,159

16,625,163 16,625,163

資　  本　  合  　計

金　　　　額

賞 与 引 当 金

預 り 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

1年以内に期限到来の長期借入金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

    無形固定資産

連 結 調 整 勘 定

金 利 ス ワ ッ プ

未 払 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表
( 平成１７年 ３月３１日 現 在 ）

    有形固定資産

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

従 業 員 預 り 金

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

そ の 他

資　　産　　合　　計

株 式 等 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

自 己 株 式

　 少 数 株 主 持 分

負  　債　  合　  計



連  結  損  益  計  算  書 

平成 16 年 4 月 1 日から 

平成 17 年 3 月 31 日まで 

（単位：千円） 

科        目 金        額 

営  業  収  益 

売 上 高

営  業  費  用 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 ７，６９３，７２０

 ３，４９７，４６１

１１，６６８，７３４

１１，１９１，１８１

営 

業 

損 

益 

の 

部 

営  業  利  益   ４７７，５５３

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部 

営   業   外   収   益 
受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

土 地 建 物 賃 貸 料

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

営   業   外   費   用 
支 払 利 息

手 形 売 却 損 失

雑 損 失

現 金 歩 引

６８１

５，７１７

４９，１５６

７０２

７，０２８

 
１０８，２４１

 ６

 １，９５８

 ２，５４８

 
 

６３，２８６

１１２，７５４

経 
 
 

常 
 
 

損 
 
 

益 
 
 

の 
 
 

部 

 経  常  利  益  ４２８，０８４

特
別
損
益
の
部 

特  別  利  益 

 厚生年金基金解散時特別利益 

特  別  損  失  

固 定 資 産 除 却 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 
３３，５９６

 
２８，６２９

５，０００

３３，５９６

３３，６２９

 ４２８，０５０

 ２８９，８３２

 △１１８，７０２

４，６８２

 

 

 

 

 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益  ２５２，２３８

 



注記事項 

１．連結の範囲等に関する事項 

(1)連結子法人等の数‥‥‥７社 

   連結子法人等は、日本薬剤株式会社、・貫堂メディフーズ株式会社、廣貫堂産業株式会社 

   広貫堂薬品販売株式会社、ＮＹグローカル株式会社、トキワ広貫堂株式会社、株式会社 

沖縄・貫堂であります。 

(2)主要な非連結子法人等 

   該当ありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  該当ありません。 

 

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

  連結子法人等の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法） 

   その他の有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定している） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

      時価法を採用しております。 

③ 棚卸資産 

   移動平均法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産は定率法、ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を
除く)については、定額法を採用しております。 
立体駐車場は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
       建物及び構築物   ７～５０年 
       機械装置及び運搬具 ４～１２年 

   無形固定資産は定額法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

   



 

② 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。 

③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計期年度において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異については、5 年による按分額を費用処理しております。数理

計算上の差異は５年による定額により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理するものとしております。 

   過去勤務債務の費用処理については、５年による按分額を費用処理しております。 

④ 役員退職給付引当金 

   役員の退職金に備えるため、会社内規に基づいて期末要支給額を計上しております。 

   なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

 

(4)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 

(6)消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、原則として発生時以降５年間で償却しております。 

  ただし、金額が僅少なものは発生年度において全額償却しております。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額            ６,７８０,９１５千円 

２．担保に供している資産 

      土     地      ３５４,１９４千円 

      建物及び構築物     ２,５８９,３９７千円 

               投資有価証券       ３１,９４４千円 

                  計        ２,９７５,５３５千円 

   ３．保証債務                      １,２００,０００千円 

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産と

して機械及び装置・パソコンほかがあります。 



５．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

   ６．後発事象として、平成１４年６月退任の代表取締役平井三郎氏からの役員退職慰労金に関

する損害賠償訴訟につきましては、平成１７年５月１８日に和解が成立し、退職慰労金の

未払分 6345 万 5499 円を、平成１７年５月２３日に支払うことに決定いたしました。 

なお、役員退職慰労引当金を設定しており、損益に及ぼす影響はありません。 

 

連結損益計算書に関する注記 

   １．1株あたりの当期純利益                   ２４円４７銭 

   ２．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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